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　奈良県産業振興総合センターと奈良先端科学技術大学院大学は、既存の清酒酵母より清

酒中にオルニチンを高生産する酵母に関する特許を取得しました。

◆特許第6268544号（平成30年1月12日付け特許登録）

◆発明の名称：オルニチン高蓄積酵母及びその取得方法並びに当該酵母を用いた酒類

　　　　　　 その他の食品の製造方法

　本酵母を用いて、清酒製造試験を行ったところ、市販の清酒の約３倍（36㎍/mL）のオル

ニチンが含まれる非常にユニークな清酒ができました。（オルニチン量：清酒720mL中、シジ

ミ約200個分（可食部））オルニチンは、肝臓の働きを改善する機能性アミノ酸で、シジミに

多く含まれることが知られています。

　なお、この酵母を用いたオルニチンを多く含む清酒は、八木酒造株式会社(Tel:0742- 

26-2300)において商品化され昨年（平成29年）10月から販売を開始しています。

オルニチン高蓄積酵母に関する特許を取得！
～この特許を活用した清酒が商品化されました～
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平成３０年度奈良県産業振興総合センター組織概要
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経営相談、新事業展開、創業支援、販路開拓支援、総務

商業・サービス産業課 県内消費推進係

商店街の活性化、魅力あるお店づくり推進

研 究 支 援 室 研 究 支 援 係

研究開発支援、技術交流、広報、知財管理に関する事

計 量 検 定 室 計 　 量 　 係

適正計量の推進、計量関連事業の登録・指導、計量器の検
定・検査、商品量目の調査・指導

バ イ オ・ 食 品 グ ル ー プ

Ｉ ｏ Ｔ 推 進 グ ル ー プ

食品等の製造､加工､評価､品質等に関する技術開発･指導･相談

ＩｏＴ、ＩＴ、電気電子、電磁環境技術に関する技術開発･指導･相談

機械・計測・エネルギーグループ

機械・金属無機材料製品等の製造、加工、評価、精密測定､
デザイン、エネルギー等に係る技術開発・指導・相談

繊維・毛皮革・高分子グループ

繊維・毛皮革・高分子製品等の製造、加工、評価、品質管理
に関する技術開発・指導・相談

（平成３０年４月1日現在）
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Ｈ３０奈良県産業振興総合センター事業概要（技術支援関連抜粋）

県
内
中
小
企
業
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技
術
支
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技術相談・依頼
　　　試験の充実

適正計量の
　　　　　 推進・啓発

産学官連携の推進

人材養成の推進

研究開発の重点化

依頼試験研究指導等事業
企業から依頼された試験・分析や、技術相談・指導並びに機器利用。

小規模企業巡回支援事業
職員が企業を訪問し、技術支援や相談を実施する。

皮革産業支援事業
皮革産業界の活性化を図るため、業界の技術的諸問題の解決を行う。

工業製品品質向上対策機器整備事業
設備機器の整備拡充を図ることで、県内企業の品質向上活動を支援し、
市場競争力強化に寄与する。

研究者養成研修事業
県内企業の技術者を受入れ、研究開発に対応できる人材の養成を支援する。

奈良県産業振興総合センター中期研究開発方針推進事業

漢方関連食品の製品化に向けた研究事業
県産薬用作物を利用した食品等の普及、機能性成分の活用方法を検討。

研究員技術力向上事業

研究開発用備品設置事業

受託・共同研究推進事業（企業、国）

（新）IoT活用による生産性向上基盤強化事業

適正計量の推進と計量思想の普及・啓発及び啓蒙

知的財産戦略推進事業

学研都市研究成果活用支援事業

奈良高専技術情報活用支援事業

ものづくり人材育成事業

研究開発評価運営事業

ものづくりオープンラボ事業
企業の技術者がセンター設備を使用し、実用化・商品化のための研
究開発支援を行う。

グローバルニッチトップ企業及び新産業分野の創出と育成を目指す
研究開発（重点研究）を先導的に実施する。

研究開発評価制度に基づいて採択された研究開発テーマを実施し技
術シーズの蓄積を図る。

県内技術ニーズの多様化への的確な対応等のため、研究員を大学等
研究機関へ一定期間派遣し、技術力の向上を図る。

研究開発評価制度による研究開発用の設備機器を設置し、企業の技
術支援の基盤強化を図る。

企業から委託された研究課題や競争資金による提案公募型の産学
官連携の研究開発を行う。

中小企業の産業用ロボット等の導入支援に必要な機器をセンターに
整備し、人材育成を行い、競争力獲得を促進する。

計量法に基づく計量器の適正検定・検査とその関連業界への計量思
想の普及・啓発及び啓蒙を行う。

知的財産の創造・保護・活用の促進、知的財産の保護等に携わる主体
となるべき人材の育成と企業意識の啓発を図る。

関西文化学術研究都市地域で創出される優れた研究成果や技術情
報等を活用して県産業界の活性化を図る。

国立高等専門学校機構　奈良工業高等専門学校で創出される優れ
た研究成果や技術情報等を活用して県産業界の活性化を図る。

県内ものづくり中小企業が優秀な人材を育成できるよう各種事業を
実施する。

（新）地域産学官連携強化事業
センターが主体的に取り組む研究開発を産学官が連携を強化して実
施する。
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トピックス＜IoT推進グループ＞

１．画像認識及び機械学習技術の活用

（主任研究員　増山史倫）

　1980年代末の時点で、インターネット

が大衆化され、ネットワーク社会が到来す

ると予想できた人はそう多くないでしょう。

現在、更なる情報通信技術の発展により

産業の変革が始まっています。特に機械学

習の一つであるディープラーニングが注

目されていますが、これは「出荷の需要予

測」「人員の最適配置」「生産設備の異常

検知」など業務の効率化やコスト削減等

に役立つものとして期待できます。

　人材や資金力に制約がある中小企業に

とって、業務への適用や新たな事業の立ち

上げはハードルが高いと思いますが、当セ

ンターで技術支援・相談対応が行えるよ

う、これらの技術の研究を進めています。

カメラからの動画像データの「画像処理」

やそこから得られる特徴を学習して、自動

的に事象の認識や分類を行う「機械学

習」についてシステムを試作するなど実際

に活用できる技術として、様々なサービス

への応用を目指しています。

　例）映像から通行者の顔画像の取得

２．モノがつながる仕組みとその応用

　　　　　　（主任研究員　林田平馬）

　すべてのモノがデータを通じてつながる

社会を想定したIoTを支える技術やその

応用について調査、研究しています。マイ

コンやセンサに通信モジュールをつけて、

インターネット上にあるサーバやサービス

とデータをやり取りするためのシステムの

開発を主に行っています。オープンソース

や市販の汎用マイコンを用いて安価に構

築できるパッケージを考案し、実装を進め

ています。

　また、集まったデータの活用に向けて、

データフォーマットの標準化動向や活用方

法、オープン系のシステムや考え方、セ

キュリティやプライバシーに関しても幅広

く情報収集を進めています。

３．ＥＭＣの測定評価も実施しています

　　　　　　（総括研究員　林　達郎）

　情報化社会が進んでも、電子機器のＥＭ

Ｃはおろそかにできません。ＥＭＣとは電磁

環境適合性などと訳されますが、電子機器

から発生するノイズが他の機器などに悪

影響を与える問題を指します。

　電気、電子製品の販売や輸出の際には、

ＥＭＣの対策が法律や規格で求められ、対

策が必要になればコストアップや出荷遅

れにつながる大問題です。

　当センターでは、民生品を対象としたＥ

ＭＣ測定評価機器を整備し、企業の皆様

にご利用いただいています。項目は下記に

示すＥＭＩ測定（製品から発生するノイズの

測定）とＥＭＳ試験（外部からノイズを受け

た際の耐性試験）のほか電圧ディップなど

の電源試験も行えます。

　どうぞお気軽にご相談ください。

 

〈EMI測定〉

〈EMS試験〉

試験項目

雑音電界強度測定(Cellによる簡易測定）
雑音端子電圧測定
雑音電力測定

試験項目

静電気放電イミュニティ試験
放射無線周波電磁界イミュニティ試験（Cellによる簡易測定）
電気的ファーストトランジェントバースト・イミュニティ試験
サージイミュニティ試験
RF伝導妨害イミュニティ試験
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INPIT奈良県知財総合支援窓口

（一社）奈良県発明協会

奈良県産業振興総合センター　なら技術だよりＮｏ.172（2018.6）

1．はじめに

　(一社)奈良県発明協会では、知的財産（特許・意匠・商標や、著作権、開発契約等）に関する無料相

談会を開催しています。「知財総合支援窓口運営業務」(（独）工業所有権情報・研修館（INPIT）の国

事業）を受託し、「INPIT奈良県知財総合支援窓口」を開設・運営しています。

２．「知財総合支援窓口」とは

　　中小企業や中堅企業等が、経営の中で抱えるアイデア段階から事業展開までの知的財産に関す

る悩みや相談を、「知財支援担当者」がワンストップで受け付ける相談窓口です。この窓口は、全国４

７都道府県に設置されています。

　　経験豊富な知財支援担当者が、相談者へのヒヤリングを通じて経営及び知的財産の課題を把握

し、課題に応じた解決策を相談支援します。内容に依っては、知的財産に携わる様々な専門家（弁理

士、弁護士、ブランドデザイナー、経営診断士など）や、支援機関（県産業振興総合センター、（公財）

県地域産業振興センター、県よろず支援拠点、商工会／商工会議所、金融機関など）と協働して支

援を行います。

３．支援内容

　■知的財産のこんな悩みありませんか？

■ご相談の流れ

　まずは、お電話をお願いします。

　相談の受付をさせていただき、内容に応じた相談支援をさせていただきます。

　勿論、相談は無料で、秘密は厳守させていただきます。

STEP1 STEP2 STEP3 STEP4

まずはお電話ください！

相談を希望される方は、あら

かじめお電話をお願いしま

す。

窓口支援担当者が
ご相談にお応えします。

●窓口での支援

●状況に応じた訪問支援

必要に応じて知財専門家
等が支援を行います。

●専門家相談会での支援

●訪問支援（相談者様が中小企業
等の場合のみ）

●中小企業支援機関と連携した支援

フォローアップ支援を
行います。

ご相談後も新たな知財ニーズの

発生や知財経営のステップア

ップに向けたフォローアップ

支援を行います。
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■窓口での支援

　知的財産権制度の理解

　　・特許制度等の説明

　　・各種支援施策の紹介（費用助成、料金減免など）

　他社権利の確認

　　・特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の説明

　　・先行技術調査の方法を説明

　出願手続き

　　・特許・商標登録などの出願方法を説明

　　・電子出願方法の説明

　知的財産戦略策定

　　・海外を含め、事業展開と連動した知財リスクと対

　　 策の説明

　　・模倣品対策、他社権利対策などの説明　　　　

　秘密保持やライセンス契約

　　・営業秘密管理規程や社内の体制づくりの支援

　　・社内等での知財セミナーの実施　　・契約書のひな型紹介　　など

■支援事例の紹介

　　事例①　人気商品の商標登録と地域ブランドの構築（生駒市・製菓業）

支援機関が事業サポートをする中、同社の人気商品が商標権未

取得であることに気付き、知財総合支援窓口に支援を要請され

ました。

弁理士を交え、ブランド理解を深めるとともに商標戦略を検討頂

き、「地域ブランド及び主力商品の商標権取得」を目指し、自社

出願を支援しました。人気商品「ころもち」は商標登録査定、地

域ブランド「高山かきもち」には拒絶理由通知がきました。弁理士を再度派遣し、拒絶理由

解消の基本方針を検討頂き、同社の適切な対応の結果、「高山かきもち」についても登録

することができました。

　　事例②　海外メーカーとの輸出交渉と技術供与のリスク対策（大和高田市・靴下製造業）

海外メーカーからの輸出申し出への対応方法と共に、独自技術の権

利化について相談がありました。

交渉にあたって先ず秘密保持契約等の締結が重要であることを助

言し、海外知的財産プロデューサーを活用して外国出願及び技術供

与の進め方を支援しました。さらに、海外知財専門家（弁理士）も活

用することで、秘密保持契約書の作成方法、および、既出願の日本

特許にノウハウを付加した新たな特許を検討し、契約書作成と、日本での特許出願が実施でき

ました。

４．窓口での知財相談会（無料・秘密厳守）

　　　常設の知財窓口（奈良会場）と、定期開設の知財窓口（大和高田会場）で実施しています。

　　①奈良会場：（一社）奈良県発明協会内　奈良市柏木町129-1 県産業振興総合センター内

　　　　・平日　9:00～12:00、13:00～17:00

　　　　・専門家（弁理士）相談　毎週水曜日（第１～４）および毎週木曜日：13:00～16:00

　　　　・専門家（弁護士）相談　毎月第４金曜日：13:00～16:00

　　②大和高田会場：大和高田商工会議所内の会議室

　　　　・毎週火曜日：13:00～16:00　知財専門家（弁理士）相談も同日

　　

　　■相談会参加には事前予約が必要です。　【連絡先】TEL：0742-35-6020
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平成30年度　研究者養成研修　募集のご案内

　奈良県産業振興総合センターでは中小企業の技術支援の一環として、企業の技術者、研

究者の人材養成を推進しています。

　この事業は県内中小企業の研究者、技術者等のみなさまが、当センターにおいてセンター

職員の指導のもと各企業の技術的課題に取り組み、創造的な研究開発に対する能力を高め

ていただくことを目的としています。研修は研究活動を通じて企業ニーズに沿った技術を修

得する方法で、職員とマンツーマンで技術課題の問題解決を図ります。

　以下に示す内容で受講者を募集します。

募集

【研修テーマ名・募集人員・日数】

【対 象 者】

　　県内の中小企業者又はその従業員で、研修テーマに関連する専門分野で５年以上の実

務経験を有している方、若しくは所長が特に認める方。

【研修期間】

　平成３０年７月上旬から平成３１年３月末までのうち適当な期間。

【受 講 料】　無料

【申込期間】

　平成３０年 ５月２５日（金）～  ６月２１日（木）　（必着）

【申込方法】

　　研修に参加をご希望される企業は、申込書（第1号様式）に必要事項を記載し、郵送ま

たは持参によりお申し込みください。なお、申込書は奈良県産業振興総合センターホーム

ページからダウンロードできますので、ご利用下さい。

　（URL: http://www.pref.nara.jp/1751.htm　奈良県産業振興総合センターTOPページ ）

●申込み・問い合わせ先： 奈良県産業振興総合センター　研究支援係　担当：栄

　　　　　　　　　　　TEL：0742-33-0863     　FAX： 0742-34-6705

番号

①

②

研修テーマ名

食品の分析技術に関する研修

繊維製品の快適性技術に関する研修

募集人員

１名程度

１名程度

日数

２５日程度

３０日程度

※応募者多数の場合は、希望内容等を考慮し受講者を選定します。


